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 事業内容 宅配・店舗・福祉・共済
（子会社）コープＰ＆Ｓ、コープファームおかやま、ハート

コープおかやま

・宅配 １７配送センター（宅配・夕食宅配）

・店舗 １１店舗 ・共済 １４万人 福祉

 組合員数：３３０，１７４世帯（４３．７％）

 事業高：386億円（2014年度実績）

●宅 配：263億円

●店 舗：106億円

●その他：17億円

一人当たり利用高は
中国地方の生協の
中で最も高い



•岡山の気候をいかした健
康で豊かな食卓づくり

•食料自給率の向上をめ
ざし農と食がつながった
社会

•農産物の安全と地球環
境の保全をめざす

持続可能な循環型社会をめざして、食
と農が結びつく、自給力のある岡山へ
持続可能な循環型社会をめざして、食
と農が結びつく、自給力のある岡山へ



農業を取り巻く情勢

 穀物の相場高→円安・投機マネー・新興国
の台頭

 食料自給率39％ 政府目標45％は？ＴＰＰ
は・・・？

 少子高齢化、過疎化による担い手不足。農
業従事者年齢66.3歳（全国） 岡山県70歳

 耕作放棄地の拡大。11,384ｈａ（滋賀県の
面積以上・後楽園約855個分）





 岡山県の食料自給率（カロリーベース）は３７％（２０１２年度）





 くらしの変化に対応した事業の展開

【課題１】産直事業の展開

【課題２】国産原材料を使った加工食品などの開発・品揃えと普及

【課題３】食品の安全・安心の取り組み

 組合員と生産者のつながりの強化、食育のとりくみの積極的展開

【課題４】組合員と生産者のつながり、コミュニケーション強化の活動

【課題５】食育の取り組みと食生活の改善

 地域社会づくりへの参加、環境保全への貢献

【課題６】地産地消や６次産業化の取り組み、地域経済への貢献

【課題７】食料自給力強化の取り組み

【課題８】環境保全、資源循環、再生可能エネルギーの推進



県内産でくらしに身近な商品の利用を促進

安全・安心で新鮮な産直品や県内産
品を普及し、「産直」「地産地消」
を推進

地産地消の推進

循環型農業の応援

食料自給率向上

コ－プおかやま牛、コ－プこしひか
り、生協牛乳などで、耕畜連携、循
環型農業を応援

・飼料用米を輸入トウモロコシの代
替としてエサに配合

・コ－プおかやま牛、生協牛乳にＷ
ＣＳを活用



飼料用米のとりくみを倍増させる計画です。

せっかく拡大した
のに漸減傾向

岡山県内 水稲耕作面積の推移
（２６年度は推計値）







コ－プ産直こめたまご

●県内８農場と提携し供給

●飼料用米を２０％配合

コ－プおかやま牛
●県内２農場と提携し
供給

●飼料用米１０％配合

●ＷＣＳの活用



コ－プおかやま豚

コ－プおかやま若鶏

●県内２農場と提携し供給

●飼料用米を5０％配合（予定）

●県内17農場と提携し供給

●飼料用米１０％配合



3,100ｔ
（県産2,250ｔ）

配合比：50％
計画

配合比：10％ 配合比：10％

配合比：20％

将来は4,000ｔ
～5,000ｔを目
指す！
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2016年は2,250ｔの
県産米を使用



県内飼料
用米生産
者（8JA)

畜産生
産者

JA全農
西日本く
みあい飼

料

【産直のたまご・豚・牛】

【産直の若鶏】

県外飼料
用米生産
者（JA)

商社等
丸紅飼
料・日和
産業

生産者
（ウェル
ファム
フーズ）



こめたまご生産者 山室さん

産直豚生産者 JA畜産産直牛生産者 奈義伍協牧場

産直若鶏生産者 阿曽さん



◆おかやまコープの商品開発と農業を結び付け、地域

経済の活性化につなげる

◆産地の課題やニーズを掴み、おかやまコープと協働

連携できるテーマを見つける

◆再生産可能な農業につながる商品づくりの応援する
・地産地消の推進、食文化の継承と消費の拡大、耕

作放棄地対策、農業後継者育成など

飼料用米を全て県産で賄うことが目標！



地域農業を支える力

利用登録の推進

生活基礎商品の

シェアをアップ

重点商品の学習

産地交流

行事・イベント

地域社会づくりへの参加



産地見学や学習会を通じて、生産者との交流と
相互理解を深めています



点（商品）から
面（地域）への
とりくみへ

生産量と販売
量を一致させ

命をつなぐ
命をはぐくむ
活動として



 １．飼料用米の確保（県産米）

 2.生産者の組織化（顔の見える関係作り）

 3.飼料用米を活用した商品の普及拡大潜在

的は—

・4,000ｔ程度の活用が見込める？

・うるち米供給量と合わせて6,000ｔを視野

 4.飼料用米活用商品の生産者の維持確保

・おかやまコープに留まらず多くの畜産業者

養鶏業者、小売業者と連携が必要



ご清聴ありがとうございました。


